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貸 借 対 照 表
2 0 10年3月 3 1日現在

科 目 金 額 科 目 金 額

( 資 産 の 部 )
流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
棚 卸 資 産
そ の 他

固 定 資 産
有形固定資 産
建 物
構 築 物
機 械 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 器 具 備 品

土 地
建 設 仮 勘 定
無形固定資産
ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他
投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
そ の 他

2 1,528

15

1,504

12,44 0

6,392

1,175

14 ,220

11,99 1

5,09 7

･ 170

4 ,342

15

279

1,84 8

238

307

28 5

2 2

1,92 1

34 9

70

1,50 1

( 負 債 の 部 )
流 動 負 債
買 掛 金
短 期 借 入 金
1年内返済長期借入金

賞 与 引 当 金
役 員 賞 与 引 当 金
そ の 他

固 定 負 債
長 期 借 入 金
退 職 給 付 引 当 金
役員退職慰労引当金

そ の 他

18 ,53 7

8,212

6,000

1,000

65 1

16

2,657

4 ,4 35

3 ,000

1,377

52

5

負 債 合 計 22 ,973

(純 資 産 の 部)

株 主 資 本
資 本 金
資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
そ の 他 利 益 剰 余 金

評価･換算差額等
その他有価証券評価差額金

12 ,767

735

1,635

1,635

10〉39 5

267

10 ,128

9

9

純 資 産 合 計 12 ,7 76

資 産 合 計 3 5,749 負債及び純資産合計 35 ,74 9

国 立:百万円)フ ルム加工

(注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示。

損 益 計 算 書
目 20 0 9年4月 1日

至 2 0 10年3月 3 1日

科 目 金 額 科 目 金 額
売 上 高
売 上 原 価
売 上 総 利 益
販売費及び一般管理費
営 業 利 益
営 業 外 収 益
営 業 外 費 用

43 ,000

34 ,4 86

8 ,513

6 ,284

2 ,228

4 5

294

経 常 利 益
特 別 利 益

特 別 損 失
税 引 前 当 期 純 利 益･

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額
当 期 純 利 益

1,979

463

940

L 502

240

△ 1,549

2 ,8 11

(単位;百万フ ルム加工 株)

(注)記 金額は百万円 ソ を切り



ば個別注記表M
L 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1)資産の評価基準及び評価方法

①有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式:移動平均法による原価法を採用しております。
その他有価証券:

市場価格のあるもの:期末日の市場価格等に基づく時価法を採用しております(評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定)。
市場価格のないもの:移動平均法による原価法を採用しております。

②棚卸資産の評価基準及び評価方法

製品、原材料、仕掛品、貯蔵品:主として移動平均法による原価法(貸借対照表価額については収

益性の低下に基づく簿価切り下げの方法)を採用しております。
(2)固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産:定率法を採用しております。
但し、199 8年4月 1日以降に取得した建物 (建物付属設備を除く)については定額法によって行っ

ております。
②無形固定資産:定額法を採用しております。

また、自社利用のソフトウエアについては、会社所定の利用可能期間 (5年)に基づく定額法を採

用しております。
(3)引当金の計上基準

①貸倒引当金

売上債権、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。
②賞与引当金

従業員に支給する賞与に備えるため、支給見込み額のうち、当期に帰属する額を計上してお

ります。

③役員賞与引当金

役員に支給する賞与に備えるため、支給見込み額のうち、当期に帰属する額を計上しており

ます。

④退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額に基づき、当期末にお

いて発生していると認められる額を計上しております。
過去勤務債務及び数理計算上の差異は発生年度に費用処理する方法としております。
(会計方針の変更)

当期より｢退職給付に係る会計基準｣の一部改正(その3) (企業会計基準第19号 2 0 0 8 年 7

月31日)を適用しております。なお、同会計基準適用に伴う退職給付債務の変動はないため、
営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に与える影響はありません。



⑤役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上して

おります。
(4)その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

①消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

2. 貸借対照表に関する注記

(1)資産に係わる減価償却累計額

建物

構築物
機械装置
車両運搬具
工具器具備品

計

(2)関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権

短期金銭債務

3. 損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

営業取引による取引高

売上高

仕入高
販売費及び一般管理費

営業取引以外の取引による取引高

4. 株主資本等変動計算書に関する注記

(1)当該事業年度末における発行済株式の数

普通株式 1,861,200 株

4,783 百万円

519 百万円

24,557 百万円

151 百万円

1,131 百万円

31,143 百万円

205 百万円

し854 百万円

28 百万円

5,490 百万円

877 百万円

7百万円

5. 税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因は減損損失、退職給付引当金、賞与引当金及び棚卸資産評価

損等であり、繰延税金負債の発生の主な原因は、固定資産圧縮積立金です。繰延税金資産から回

収不能と見込まれる額について評価性引当額として控除しております。



6. 金融商品に関する注記

(1)金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資

金調達しております。
受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規定に沿ってリスク低減を図っております。ま

た、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行なっています。
借入金の使途は運転資金(主として短期)および設備投資資金(長期)であります。

(2)金融商品の時価等に関する事項

2010 年 3月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。

(単位:百万円)

貸借対照表計上額(*) 時価(*) 差額

(1) 現金及び預金

(2) 受取手形及び売掛金

(3) 投資有価証券

その他有価証券

(4) 支払手形及び買掛金

(5) 短期借入金

(6) 長期借入金

15

13 ,94 5

87

(8,212)

(6,000)

、(4,000)

15

13,9 45

87

(8,212)

(6,000)

(4,000)

(注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。

(*)負債に計上されているものについては、( )で示しております。

(注1) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

(1)現金及び預金、並びに(2)受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価格にほぼ等しいことから、当該帳簿価格によっております。
(3)投資有価証券

市場価格のある有価証券については時価評価を実施していることから当該帳簿価格と等しくなっております。

(4)支払手形及び買掛金、並びに(5)短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価格によっております。
(6)長期借入金

これらは全て変動金利条件であるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価格によっております。

(注2) 非上場株式(貸借対照表計上額 332 百万円)は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ･フローを見積もることなど

ができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、｢(3)投資有価証券その他有価証券｣には含めて

おりません。

(追加情報)

当事業年度より、｢金融商品に関する会計基準｣ (企業会計基準第10号 2008 年 3 月 10 日)及び｢金融商品の時価等

の開示に関する適用指針｣ (企業会計基準適用指針第 19号 2008 年 3月 10 日)を適用しております。



7 . 関連当事者との取引に関する注記 (単位:百万円)
属性 会社等

の名称

議決権等

の所有(被

所有)割合

関連当事

者との関

係

取 引 の

内容

取引金額 科目 期末残高

親会社 東レ 被所有

(94.37 % )

製品の販

売及び材

料の仕入

建設発注

先

売上

仕入

固定資産

の購入

28

4 ,674

479

売掛金

買掛金

未払金

2

l,4 52

248

親会社の

子会社

東レインター

ナショナル

なし 製品の販

売及び材

料の仕入

売上

仕入

9 ,04 2

4 ,3 59

売掛金

買掛金

2 ,508

681

(注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。

価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決定し
ております。

8. 1株当たり情報に関する注記

1株当り純資産額 6,864 円 57 銭

1株当り当期純利益 1,510 円 82 銭

以 上


